
少
子
化
社
会
対
策
基
本
法
（
平
成

十
五
年
法
律
第
百
三
十
三
号
）

第
十
九
条
第
三
項

及
び
内
閣
府
設
置
法

、
内
閣
府
設
置
法

特
命
担
当
大
臣

特
命
担
当
大
臣
及
び
復
興

大
臣

公
益
通
報
者
保
護
法
（
平
成
十
六

年
法
律
第
百
二
十
二
号
）

第
二
条
第
四
項
第
一

号

国
家
行
政
組
織
法

復
興
庁
、
国
家
行
政
組
織

法

地
域
資
源
を
活
用
し
た
農
林
漁
業

者
等
に
よ
る
新
事
業
の
創
出
等
及

び
地
域
の
農
林
水
産
物
の
利
用
促

進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
二

年
法
律
第
六
十
七
号
）

第
五
十
条
第
一
項

関
係
府
省

関
係
行
政
機
関

総
合
特
別
区
域
法
（
平
成
二
十
三

年
法
律
第
八
十
一
号
）

第
六
十
九
条

又
は
各
省
の
内
閣
府

令

、
復
興
庁
又
は
各
省
の
内

閣
府
令（
告
示
を
含
む
。）、

復
興
庁
令

株
式
会
社
東
日
本
大
震
災
事
業
者

再
生
支
援
機
構
法

第
十
七
条
第
一
項
及

び
第
五
十
六
条
第
三

項

内
閣
府
令
・

内
閣
府
令
・
復
興
庁
令
・
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復
興
庁
が
廃
止
さ
れ
る
ま
で
の
間
に
お
け
る
行
政
機
関
が
行
う
政
策
の
評
価
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
三
年
法
律

第
八
十
六
号
）
第
二
条
第
一
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
中
「
三

各
省
（
総
務
省
に
あ
っ
て
は
、
次

号
に
掲
げ
る
機
関
を
除
く
。）」
と
あ
る
の
は
、「
三

復
興
庁
設
置
法
（
平
成
二
十
三
年
法
律
第
百
二
十
五
号
）
第
四

三
の
二

各
省
（
総
務
省
に
あ
っ
て
は
、
次
号
に
掲
げ
る
機
関
を
除

条
第
二
項
に
規
定
す
る
事
務
を
つ
か
さ
ど
る
機
関
た
る
復
興
庁

く
。）

」
と
す
る
。

３

復
興
庁
が
廃
止
さ
れ
る
ま
で
の
間
に
お
け
る
東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
区
域
法
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同

法
（
第
二
条
第
四
項
、
第
十
八
条
、
第
三
十
五
条
、
第
三
十
六
条
、
第
四
章
（
第
四
十
六
条
、
第
四
十
七
条
、
第
四

十
八
条
第
二
項
及
び
第
六
十
四
条
を
除
く
。）及
び
第
八
十
七
条
を
除
く
。）中
「
内
閣
府
令
」
と
あ
る
の
は
「
復
興
庁

令
」
と
、
同
法
第
二
条
第
四
項
中
「
内
閣
府
令
（
告
示
を
含
む
。）・
主
務
省
令
」
と
あ
る
の
は
「
復
興
庁
令
（
告
示

を
含
む
。）・
主
務
省
令
」
と
、「
内
閣
府
令
・
主
務
省
令
」
と
あ
る
の
は
「
復
興
庁
令
・
主
務
省
令
」
と
、
同
法
第
十

二
条
第
九
項
中
「
内
閣
府
」
と
あ
る
の
は
「
復
興
庁
」
と
、
同
法
第
三
十
五
条
及
び
第
三
十
六
条
中
「
内
閣
府
令
・

主
務
省
令
」
と
あ
る
の
は
「
復
興
庁
令
・
主
務
省
令
」
と
、
同
法
第
四
十
八
条
第
三
項
中
「
内
閣
府
令
・
農
林
水
産

省
令
・
国
土
交
通
省
令
」
と
あ
る
の
は
「
復
興
庁
令
・
農
林
水
産
省
令
・
国
土
交
通
省
令
」
と
、
同
法
第
四
十
九
条

第
二
項
及
び
第
五
十
五
条
第
二
項
中
「
内
閣
府
令
・
農
林
水
産
省
令
」
と
あ
る
の
は「
復
興
庁
令
・
農
林
水
産
省
令
」

と
、
同
法
第
四
十
九
条
第
六
項
中
「
内
閣
府
令
・
国
土
交
通
省
令
・
環
境
省
令
」
と
あ
る
の
は
「
復
興
庁
令
・
国
土

交
通
省
令
・
環
境
省
令
」
と
、
同
法
第
五
十
三
条
第
五
項
、
第
五
十
四
条
第
四
項
及
び
第
九
項
並
び
に
第
五
十
六
条

第
三
項
中
「
内
閣
府
令
・
国
土
交
通
省
令
」
と
あ
る
の
は
「
復
興
庁
令
・
国
土
交
通
省
令
」
と
、
同
法
第
八
十
七
条

中
「
又
は
各
省
の
内
閣
府
令
」
と
あ
る
の
は
「
、
復
興
庁
又
は
各
省
の
内
閣
府
令
（
告
示
を
含
む
。）、
復
興
庁
令
」

と
、
同
法
第
八
十
八
条
中
「
厚
生
労
働
大
臣
」
と
あ
る
の
は
「
内
閣
総
理
大
臣
、
厚
生
労
働
大
臣
」
と
、「
地
方
支
分

部
局
」
と
あ
る
の
は
「
復
興
局
又
は
地
方
支
分
部
局
」
と
す
る
。

（
内
閣
府
令
の
効
力
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
四
条

こ
の
法
律
の
施
行
前
に
株
式
会
社
東
日
本
大
震
災
事
業
者
再
生
支
援
機
構
法
の
規
定
（
内
閣
府
本
府
の
所
掌

事
務
に
係
る
も
の
に
限
る
。）に
よ
り
発
せ
ら
れ
た
内
閣
府
設
置
法
第
七
条
第
三
項
の
内
閣
府
令
は
、
こ
の
法
律
の
施

行
後
は
、
前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
株
式
会
社
東
日
本
大
震
災
事
業
者
再
生
支
援
機
構
法

の
相
当
規
定
（
復
興
庁
の
所
掌
事
務
に
係
る
も
の
に
限
る
。）に
基
づ
い
て
発
せ
ら
れ
た
相
当
の
第
七
条
第
三
項
の
復

興
庁
令
と
し
て
の
効
力
を
有
す
る
も
の
と
す
る
。

２

こ
の
法
律
の
施
行
前
に
東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
区
域
法
の
規
定
に
よ
り
発
せ
ら
れ
た
内
閣
府
設
置
法
第
七
条
第

三
項
の
内
閣
府
令
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
後
は
、
前
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
東
日
本
大
震

災
復
興
特
別
区
域
法
の
相
当
規
定
に
基
づ
い
て
発
せ
ら
れ
た
相
当
の
第
七
条
第
三
項
の
復
興
庁
令
と
し
て
の
効
力
を

有
す
る
も
の
と
す
る
。

（
処
分
等
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
五
条

こ
の
法
律
の
施
行
前
に
法
令
の
規
定
に
よ
り
内
閣
府
の
長
で
あ
る
内
閣
総
理
大
臣
が
し
た
認
定
、
指
定
そ
の

他
の
処
分
又
は
通
知
そ
の
他
の
行
為
（
当
該
処
分
又
は
行
為
に
係
る
権
限
が
こ
の
法
律
の
施
行
後
も
内
閣
府
の
長
で

あ
る
内
閣
総
理
大
臣
の
権
限
と
さ
れ
る
も
の
を
除
く
。）は
、
こ
の
法
律
の
施
行
後
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
後
の
法
令

の
相
当
規
定
に
基
づ
い
て
、
復
興
庁
の
長
で
あ
る
内
閣
総
理
大
臣
が
し
た
認
定
、
指
定
そ
の
他
の
処
分
又
は
通
知
そ

の
他
の
行
為
と
み
な
す
。

２

こ
の
法
律
の
施
行
の
際
現
に
法
令
の
規
定
に
よ
り
内
閣
府
の
長
で
あ
る
内
閣
総
理
大
臣
に
対
し
て
さ
れ
て
い
る
認

定
の
申
請
そ
の
他
の
行
為
（
当
該
行
為
に
係
る
権
限
が
こ
の
法
律
の
施
行
後
も
内
閣
府
の
長
で
あ
る
内
閣
総
理
大
臣

の
権
限
と
さ
れ
る
も
の
を
除
く
。）は
、
こ
の
法
律
の
施
行
後
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
後
の
法
令
の
相
当
規
定
に
基
づ

い
て
、
復
興
庁
の
長
で
あ
る
内
閣
総
理
大
臣
に
対
し
て
さ
れ
た
認
定
の
申
請
そ
の
他
の
行
為
と
み
な
す
。

（
内
閣
法
の
一
部
改
正
）

第
六
条

内
閣
法
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

附
則
を
附
則
第
一
項
と
し
、
附
則
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

２

復
興
庁
が
廃
止
さ
れ
る
ま
で
の
間
に
お
け
る
第
二
条
第
二
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
中「
十
四
人
」

と
あ
る
の
は
「
十
五
人
」
と
、
同
項
た
だ
し
書
中
「
十
七
人
」
と
あ
る
の
は
「
十
八
人
」
と
す
る
。

（
内
閣
府
設
置
法
の
一
部
改
正
）

第
七
条

内
閣
府
設
置
法
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

附
則
第
二
条
の
次
に
次
の
二
条
を
加
え
る
。

第
二
条
の
二

第
四
条
第
一
項
及
び
第
三
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
復
興
庁
が
廃
止
さ
れ
る
ま
で
の
間
は
、
同
条

第
一
項
第
八
号
並
び
に
第
三
項
第
七
号
の
二
及
び
第
十
五
号
に
掲
げ
る
事
務
の
う
ち
東
日
本
大
震
災
（
平
成
二
十

三
年
三
月
十
一
日
に
発
生
し
た
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
及
び
こ
れ
に
伴
う
原
子
力
発
電
所
の
事
故
に
よ
る
災
害

を
い
う
。
附
則
第
三
条
の
二
第
二
項
に
お
い
て
同
じ
。）か
ら
の
復
興
に
関
す
る
も
の
並
び
に
第
四
条
第
三
項
第
十

四
号
の
五
に
掲
げ
る
事
務
に
つ
い
て
は
、
内
閣
府
の
所
掌
事
務
と
し
な
い
。

２

前
条
第
四
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
復
興
庁
設
置
法
（
平
成
二
十
三
年
法
律
第
百
二
十
五
号
）
附
則
第
一
条

第
二
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
か
ら
復
興
庁
が
廃
止
さ
れ
る
ま
で
の
間
は
、
同
項
第
三
号
（
イ
\
及
び
]
並

び
に
ロ
（
イ
\
及
び
]
に
係
る
部
分
に
限
る
。）を
除
く
。）に
掲
げ
る
事
務
に
つ
い
て
は
、
内
閣
府
の
所
掌
事
務
と

し
な
い
。
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